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申請・届出関係（共通）

防災情報 休日・夜間診療 音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更 文字サイズ文字サイズ文字サイズ文字サイズ文字サイズ 標準 拡大

検索検索検索検索検索

事業者指導課

Foreign LanguagesForeign LanguagesForeign LanguagesForeign LanguagesForeign LanguagesForeign LanguagesForeign LanguagesForeign LanguagesForeign Languages

ホーム 各課の窓口

各係の直通電話番号はこちら

お知らせ

新型コロナウイルスに関して

介護保険事業所　トップペー

ジ

お知らせ

申請・届出関係（共通）

申請・届出関係（訪問系

サービス）

申請・届出関係（通所系

サービス）

申請・届出関係（入所系

サービス）

申請・届出関係（居宅介護

支援）

総合事業

集団指導

実地指導

指定基準・介護報酬改定

その他

障害者・障害児の事業所　

トップページ

介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の「計画書」について

 [2020年7月21日 ]

介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算の「実績報告書」につ

いて  [2020年7月22日 ]

介護施設・事業所における業務継続計画（BCP)ガイドラインについて

 [2021年3月3日 ]

「科学的介護情報システム（LIFE）」の活用等について  [2021年2月26日 ]

共生型サービスの指定申請について  [2018年4月6日 ]

介護サービス事業者の業務管理体制整備に関する届出について

 [2015年2月12日 ]

介護保険事業者・事故報告書について  [2012年5月14日 ]

ホーム くらしの情報 観光・イベン

ト

事業者情報 市政情報
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事業者指導課ホームページに業務継続計画ガイドライン、
様式集、ひな形を掲載しています。



[ 2021年3月11日 ] ID:28375 ソーシャルサイトへのリンクは別ウィンドウで開きます

介護施設・事業所における業務継続計画（BCP)ガイドラインにつ

いて

介護サービスは、利用者の方々やその家族の生活に欠かせないものであり、感染症や自然災

害が発生した場合であっても、必要なサービスの継続的な提供や一時中断した場合であって

も早期の業務再開を図るための業務継続計画 (BCP)の策定が重要です。

今般、厚生労働省が業務継続計画 (BCP)の策定を支援するため、介護施設・事業所における

業務継続ガイドライン等をとりまとめましたので、お知らせします。

【掲載場所】

ht tps: / /www.mhlw.go. jp /st f /se isakunitsu i te /bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/ ta isakumatome_13635.html
別ウィンドウで開く

(外部リンク )

新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン

厚生労働省通知　介護施設・事業所における業務継続ガイドライン等について  (PDF
形式、569.54KB)

介護施設・事業所における業務継続ガイドライン（新型コロナ）P1-P7 (PDF形式、

2.40MB)

介護施設・事業所における業務継続ガイドライン（新型コロナ）P8-18 (PDF形式、

3.05MB)

介護施設・事業所における業務継続ガイドライン（新型コロナ）P19-31 (PDF形

式、3.42MB)

（別添）新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン（様式ツール

集）  (エクセル形式、41.23KB)

（入所）新型コロナウイルス感染症BCPひな形  (ワード形式、110.00KB)

（通所）新型コロナウイルス感染症BCPひな形  (ワード形式、113.50KB)

（訪問）新型コロナウイルス感染症BCPひな形  (ワード形式、106.00KB)

申請・届出関連

防災情報 休日・夜間診療 音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更音声読み上げ・ふりがな・色変更 文字サイズ文字サイズ文字サイズ文字サイズ文字サイズ 標準 拡大

検索検索検索検索検索

介護施設・事業所における業務継続計画（BCP)ガイドライ

ンについて

Foreign LanguagesForeign LanguagesForeign LanguagesForeign LanguagesForeign LanguagesForeign LanguagesForeign LanguagesForeign LanguagesForeign Languages

ホーム 事業者情報 事業を営んでいる方 介護・障害事業者 申請・届出関連

介護施設・事業所に

おける業務継続計画

（BCP)ガイドライ

ンについて

介護職員処遇改善加

算及び介護職員等特

定処遇改善加算の

「実績報告書」につ

いて

特定事業所集中減算

の取扱いについて

モニタリングに係る

「特段の事情」の取

扱いについて

訪問系サービス事業

所の指定・更新申請

について

通所系サービス事業

所の指定・更新申請

について

訪問系サービス事業

所の体制届について

訪問系サービス事業

所の変更届について

通所系サービス事業

所の体制届について

通所系サービス事業

所の変更届について

介護職員処遇改善加

算及び介護職員等特

定処遇改善加算の

「計画書」について

入所系サービス事業

所の変更届出（変更

許可申請）について

ホーム くらしの情報 観光・イベン

ト

事業者情報 市政情報
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令和３年６月２日 

 

介護サービス事業所・介護保険施設 御中 

 

 

             岡山市保健福祉局高齢福祉部 事業者指導課長  

  

事業所対応向上講師派遣事業の利用について（ご案内） 

 

 

平素から、本市の介護保険行政にご協力とご尽力を賜り、厚くお礼申し上げます。 

さて、本市では介護人材の育成と定着に取り組んでおり、事業所の困難事例への対応力強化

や事務効率化を支援するため、本年度も事業所対応向上講師派遣事業を実施いたします。 

つきましては、下記をご参照の上、本事業を積極的にご活用いただきますよう、ご案内いた

します。 

 

記 

 

１ 事業要領 

（１）申込方法 

派遣を希望される事業所は、別添の「事業所対応向上講師派遣事業申込票」へご記入の上、

下記の担当課まで郵送・ファクス・Ｅメールによりお申し込みください。 

相談内容により、講師を選定の上、日程調整を行い、派遣します。 

今年度は現地派遣に加え、Zoom（Web 会議）による相談も行います。 

（２）派遣回数等 

派遣は１日１回、２時間程度とし、１つの事例について原則として２回までとします。 

（３）募集期間 

令和４年２月末までとし、予定の派遣件数に到達した場合は、年度途中でも事業を終了す

ることがあります。 

（４）費用、その他 

相談料は無料です。その他、詳細については、担当課へお尋ねください。 

 

２ 懸案や困難事例の具体例 

  ・利用者の尊厳を守るための身体拘束を行わないケア 

・共同生活になじみにくい入所者や利用者への対応 

・介護保険施設やグループホーム等での効果的なケアマネジメントの実践 

・本人要因と家族要因が重複し、支援計画が立てにくい 

・効率的な勤務計画と事務分担 

  ※利用者・家族からの苦情対応、損害賠償、経理に関する事例などは対象外とし、相談

内容に対応可能かどうか、事前に協議させていただきます。 

 

３ 派遣予定講師【順不同／敬称・役職省略】 

一般社団法人岡山県介護支援専門員協会から推薦 

    堀部 徹   田中 郁子  矢庭 さゆり  粟井 太子  草野 貴史 

    秋山 尚子  小南 静香   二宮 崇   坂本 綾子 

    

  ※ご依頼の懸案事例により、同協会と協議・相談の上、上記の講師の中から派遣すること

になります。 

   

４ 担 当 

   岡山市保健福祉局高齢福祉部事業者指導課 訪問居宅事業者係 

〒700-0913 岡山市北区大供三丁目１番１８号 ＫＳＢ会館４階 

電話：086-212-1012 ＦＡＸ：086-221-3010 

E-mail 事業者指導課宛 ji2_shidou@city.okayama.lg.jp 
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　　年　　　　月　　　　日

事業所名及
びサービス

種別

所在地

担当者名

FAX

事例の内容
(できるだけ
具体的に）

※講師

事業所対応向上講師派遣事業申込票

〒

連絡先

TEL

E－ｍａｉｌ

講師派遣
希望日

第１希望

第２希望

第３希望
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NO.

年　　月　　日

事業所名及
びサービス

種別

所在地

担当者名

FAX

・援助内容

講師名

〒

・訪問日時 　　月　　日（　　　）　　　時　　分　～　　　時　　分

継続　　・　　完結

事業所対応向上講師派遣事業報告書

連絡先

TEL

E－ｍａｉｌ

対応状況
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令 和 ４ 年 ３ 月 
岡山市事業者指導課 

 

「岡山市地域医療介護総合確保基金事業費補助金」について 
 

 日頃より、本市の介護保険制度の推進につきまして、ご理解とご協力をいただき、感謝いたしてお

ります。 
 さて、本課では、令和４年度中に「定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」及び「看護小規模

多機能型居宅介護事業所」（以下「対象事業所」という。）を開設するための経費を主対象とする「岡

山市地域医療介護総合確保基金事業費補助金」について、募集を行います。 
 つきましては、募集要項の準備でき次第、メールでご案内いたしますので、要件をご確認の上、対

象事業所の開設に当たっては、その活用についてご検討をお願いいたします。 
 
 
 
＜補助事業の概要＞ 
１．定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所 

○「整備助成補助金」 
・対象経費 整備に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（要件あり） 

 
○「開設準備経費等支援補助金」 
・対象経費事業所の円滑な開所に必要な需用費、使用料及び賃借料、備品購入費（備品設置に伴

う工事請負費を含む。）報酬、給料、職員手当等、共済費、賃金、旅費、役務費、委託料又は工

事請負費。（要件あり） 
 
２．看護小規模多機能型居宅介護事業所 

○「整備助成補助金」 
・対象経費 整備に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（要件あり） 

 
○「開設準備経費等支援補助金」 
・対象経費 事業所の円滑な開所に必要な需用費、使用料及び賃借料、備品購入費（備品設置に

伴う工事請負費を含む。）報酬、給料、職員手当等、共済費、賃金、旅費、役務費、委託料又は

工事請負費。（要件あり） 
 
 
 
 
 

問い合わせ先 
岡山市保健福祉局高齢福祉部事業者指導課 
訪問居宅事業者係 電話 086-212-1012 
通所事業者係   電話 086-212-1013 
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 事故報告書 （事業者→岡山市）   
※第１報は、少なくとも1から6までについては可能な限り記載し、事故発生後速やかに、遅くとも５日以内を目安に提出すること
※選択肢については該当する項目をチェックし、該当する項目が複数ある場合は全て選択すること

☐ 第1報 ☐  第 報 ☐ 最終報告 提出日：⻄暦    年  ⽉  日

事故状況の程度 ☐ ☐ 入院 ☐ 死亡 ☐ その他（ ）

死亡に至った場合
死亡年⽉日

⻄暦 年 ⽉ 日

法人名

事業所（施設）名 事業所番号

サービス種別

氏名・年齢・性別 氏名 年齢 性別： ☐ 男性 ☐ 女性

サービス提供開始日 ⻄暦 年 ⽉ 日 保険者

住所 ☐ 事業所所在地と同じ ☐ その他（

☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐
要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 自立

☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐ ☐
Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M

発生日時 ⻄暦 年 ⽉ 日 時 分頃（24時間表記）

☐ 居室（個室） ☐ 居室（多床室） ☐ トイレ ☐ 廊下

☐ 食堂等共用部 ☐ 浴室・脱衣室 ☐ 機能訓練室 ☐ 施設敷地内の建物外

☐ 敷地外 ☐

☐ 転倒 ☐ 異食 ☐ 不明

☐ 転落 ☐ 誤薬、与薬もれ等 ☐ その他（ ）

☐ 誤嚥・窒息 ☐ 医療処置関連（チューブ抜去等）

発生時状況、事故内容の
詳細

その他
特記すべき事項

発生時の対応

受診方法 ☐  施設内の医師(配置医含む)が対応 ☐ 受診
(外来･往診)

☐ 救急搬送 ☐ その他（ ）

受診先

診断名

☐ 切傷・擦過傷 ☐ 打撲・捻挫・脱臼 ☐ 骨折(部位：                 )

☐ その他（                                             ）

検査、処置等の概要

連絡先（電話番号）

5
事
故
発
生
時
の
対
応

医療機関名

診断内容

4
事
故
の
概
要

発生場所

事故の種別

その他（              ）

3
対
象
者

）

身体状況

要介護度

認知症高齢者
日常生活自立度

1事故
状況

2
事
業
所
の
概
要

所在地

受診(外来･往診)、自施設で応急処置

1/2
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利用者の状況

☐ 配偶者 ☐ 子、子の配偶者 ☐ その他（ ）

⻄暦 年 ⽉ 日

☐ 他の自治体 ☐ 警察 ☐ その他

自治体名（ ） 警察署名（ ） 名称（ ）

本人、家族、関係先等
への追加対応予定

9 その他
特記すべき事項

報告した家族等の
続柄

連絡した関係機関
(連絡した場合のみ)

7 事故の原因分析
（本人要因、職員要因、環境要因の分析）

（できるだけ具体的に記載すること）

8 再発防止策
（手順変更、環境変更、その他の対応、
再発防止策の評価時期および結果等）

（できるだけ具体的に記載すること）

報告年⽉日

6
事
故
発
生
後
の
状
況

家族等への報告

2/2
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介護サービス情報の公表制度 
 
 
１   介護サービス情報の公表制度の概要 

介護サービス情報の公表制度は、介護保険法に基づき、介護サービスを利用しようとする者等が

介護サービス事業所を主体的かつ適切に選択するための情報をインターネット等により提供する仕

組みとして平成１８年度から導入されました。 

介護サービス事業所が国の管理するシステムに入力することにより、調査・公表事務を運営する

市の審査・公表手続を経て、インターネットを通じて公表されることとなります。 

調査事務及び公表事務は、平成 30 年度より政令指定都市に権限移譲されましたので、岡山市内

の事業所については、岡山市で実施することとなりました。 

＊岡山県内で岡山市外に所在する事業所は、従前どおり岡山県で実施します。 

    
２ 令和３年度の運営の概要について 

（１）新規事業所（一部のみなし事業所を除く。）は、「基本情報」のみを公表システムにより報告し

ます。 

（２）既存事業所（基準日（４月１日)前の一年間に提供したサービスの対価として 支払いを受けた

金額が１００万円を超える事業所のみ）は、「基本情報」及び「運営情報」を公表システムにより

報告します。 

（３）新規及び既存事業所は、「市独自項目」及び「事業所の特色」を任意で公表することができま

す。 

（４）市が定める指針に基づき、必要に応じて調査を実施します。 

（５）令和３年度の具体的な事業運営については、令和３年度「公表計画」を定め、岡山市のホーム

ページ上で公開しています。 

 

３ その他 

事業所向け操作マニュアル及び報告サブシステム（事業所向け）ＵＲＬ等介護サービス情報に関

することは、下記に掲載されています。 

岡山県保健福祉部保健福祉課指導監査室ＨＰ 

＜３介護サービス事業者関係 ⇒ ８介護サービス情報の公表制度 ＞ 

「介護サービス情報の公表」について 

http://www.pref.okayama.jp/page/571279.html 

岡山市のホームページへも今後掲載していきます。 

https://www.city.okayama.jp/jigyosha/0000008015.html 

 令和３年度 

 
 
 
 
公表内容 

 
 
必須項目 

基本情報 

運営情報＜既存事業所は必須項目・新規事業所は任意項目＞ 

 
 
任意項目 

市独自項目 

事業所の特色 

調 査 調査指針に基づき知事が必要と認める場合に実施 

手数料 負担なし 

公表サーバー 国が一元管理するサーバーで公表 

実施機関 岡山市が直接実施（事業者指導課） 
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令和３年度版 

岡山市「介護サービス情報の公表」制度の仕組み 
 

介護サービスを利用しようとする者等が介護サービス事業者を主体的に選択できるように、その判断に資するための 

「介護サービス情報」を、比較検討が可能な形でインターネットを通じて提供する仕組み 
 

岡 山 市 令和３年度公表計画の策定  ＆ 調査指針の策定 
 

① 

通 

知 
 

介護サービス事業者 
 

★介護サービス情報★ 
 

介護サービスの内容及び運営状況に関する情報であって、要介護者等が適切かつ円滑に介 
護サービスを利用することができる機会を確保するために公表されることが必要なもの 

        ―基本情報―                    ―運営情報― 

〈例〉 〈例〉 
・事業所の職員体制 

・床面積、機能訓練室等の設備 

・利用料金・特別な料金 

・サービス提供時間 

・従業者に関する情報（従業者の資質向上 

に向けた取組状況（各種研修、キャリア 

段位制度の取組等） 等 

・介護サービスに関するマニュアルの有無・サービス提供内容の 

記録管理の有無・職員研修のガイドラインや実績の有無 

身体拘束を廃止する取り組みの有無    等  
 
 

 

 
 
 

事業所の特色 

―任意情報― 

市独自項目  
・成年後見制度活用への配慮の状況

サービスの内容、従業者・利用者の特色 

等に関する自由記述、画像等の登載、 

雇用管理に係る情報（勤務時間、賃金体 

系、休暇制度、福利厚生、離職率   等） 

･人権擁護及び虐待の防止に関する 

従 業者研修の実施状況    

・非常災害時における避難又は救出 

 に係る訓練等の実施状況 

 

 
） 

 

 
 
 
 
 

介護サービス情報 

公表システム 

  
 国が一元管理するシステム   
 を活用して公表  

  

  

 
  

②事業者からの報告 

1 原則、インターネットによる報告 

2 １ができない場合は、 調査
表に記入後、岡山市へ提出 

※調査指針に基づき調査を実施 
 
 

岡山市（事業者指導課） 
  
 

受 理  

 
③ 

確 認 

市 

が 

公 

表 

 

 
 

利用者又はその家族等 
 

「介護サービス情報」に基づく比較検討を通じて、自ら主体的に介護サービス事業者を選択 

②
事
業
者
が
報
告 

岡
山
市
が
調
査 

※ 
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令和２年１月２８日  

    各介護保険施設 

各介護保険サービス事業所 管理者 様 

          岡山市保健福祉局高齢福祉部事業者指導課長   

    

メールアドレスの(新規)、(変更)又は(廃止)登録について 

 

     日頃から、介護保険制度の推進にご尽力いただき、厚くお礼を申し上げます。 

岡山市では、平成３１年４月１日から介護サービス運営に関する情報（市からの各種通知・緊急災害

情報・研修開催案内等）を、Ｅメールで情報提供を実施しています。  

＊つきましては、メールアドレス等で(新規)、(変更)又は(廃止)があれば、早急に登録メールを送

信してください。 

 

１ 該当サービス 

訪問居宅事業者係    
・該当サービス 
訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、 
居宅療養管理指導、福祉用具貸与、福祉用具購入、居宅介護支援・介護予防支援 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護 

・送信先    ji2_shidou@city.okayama.lg.jp 

通所事業者係            
・該当サービス 
通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、 
看護小規模多機能型居宅介護、通所リハビリテーション 

・送信先  ji3_shidou@city.okayama.lg.jp 

施設係        
・該当サービス 
短期入所生活介護、短期入所療養介護、認知症対応型共同生活介護、 
地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護老人福祉

施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院 

・送信先    ji-shidou@city.okayama.lg.jp 
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2 以下の内容をメールで送信してください。 
メール件名  サービス名 メールアドレスの登録(新規)、(変更)又は(廃止)  
メール本文   1 事業所番号 10 桁  

2 事業所名称  
3 サービス名  
4 電話番号  
5 担当者名  

(注意)  
 ・送信元のメールアドレスが登録されます。 

      ・同一の事業所番号で、複数サービスを実施している場合でも、サービスごとに、それぞれ 
メールを送信してください。 

・予防と総合事業は、別々に登録する必要はありませんが、総合事業だけを実施している場合

は、登録する必要があります。 

３ 登録確認 

送信されたメールに対し、事業者指導課から登録確認のメールを返信します。 
返信は１週間以内にします。返信がない場合はお手数ですが、メール送信先の担当係に お問 
い合わせください。 
 

（問い合わせ先） 

岡山市保健福祉局高齢福祉部事業者指導課 

700-0913 岡山市大供三丁目１－１８ ＫＳＢ会館４階 

Tel：086-212-1012（訪問居宅事業者係） 

Tel：086-212-1013（通所事業者係） 

Tel：086-212-1014（施設係） 
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令和３年度 
 

生活保護法における 

介護扶助について 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

岡山市保健福祉局障害・生活福祉部 

生活保護・自立支援課 
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生活保護法における介護扶助について 
 
１  生活保護とは 

生活保護は、生活に困っている世帯の生活を、法律に基づいて保障し、その自立を助長

することにより、一日も早く自分の力で生活できるように手助けをする制度です。生活保

護の制度以外で利用できるもの（能力、資産、扶養義務者からの援助、他の法律等による

給付など）がある場合は、そちらを優先して受けていただく必要があります。 

生活保護には、生活保護を受給している人（以下「被保護者」という。）に毎月支払われ

るもの（生活扶助等）や、各機関に直接支払われるもの（医療扶助等）などいくつかの種

類があり、必要に応じて支給されます。各機関に直接支払われるものの一つに「介護扶助」

があります。 

 
２  被保護者における介護扶助の実施について 

①第１号被保険者（６５歳以上の被保護者） 
介護保険の第１号被保険者として、介護保険サービス利用時の利用者負担分（１割）

が、介護扶助費として国保連を通じて給付されます。 

 
②第２号被保険者（４０歳以上６５歳未満の被保護者で、医療保険に加入している者） 

特定１６疾病により介護が必要と認定された場合は、介護保険の第２号被保険者とし

て、介護保険サービス利用時の利用者負担分（１割）が、介護扶助として国保連を通じ

て給付されます。 

 
③被保険者以外の者（４０歳以上６５歳未満の被保護者で、医療保険未加入の者） 

介護保険の被保険者にはなれませんが、特定１６疾病により介護が必要と認定された

者（以下「生保単独者」という。）については、介護保険と同内容の介護サービスを生活

保護法により受けることができます。この場合、介護サービスに係る費用の全額（10割）

が、介護扶助として国保連を通じて給付されます。 

なお、生保単独者については、介護保険の適用がなく全額生活保護で給付されること

から、他の法律等による給付を優先して受けていただく必要があり、障害者総合支援法

に基づく自立支援給付がこれにあたります。 

 

区分 対象者 介護費用負担 

第１号被保険者 ６５歳以上の者 

（生活保護受給者でも被保険者とな

ります） 

介護保険９０％ 

(９割) 

介護扶助 

１０％ 

（１割） 

第２号被保険者 ４０歳以上６５歳未満の医療保険

(社会保険)加入者※で、特定疾病に

より要介護(要支援)状態の者 

介護保険９０％ 

(９割) 

介護扶助 

１０％ 

（１割） 

被保険者以外の者 ４０歳以上６５歳未満の医療保険未

加入者※で、特定疾病により要介護

(要支援)状態の者 

介護扶助１００％ 

（１０割） 

※ 国民健康保険に加入していた場合は、生活保護受給者になることにより、国民健康 

保険の被保険者から除かれるため被保険者以外の者となります。 
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３  介護券について 
被保護者からの介護扶助の申請に基づき、福祉事務所で介護扶助の決定を行います。 

介護扶助の決定にはケアプラン等の写しが必要になります。 

介護扶助が決定された場合は、福祉事務所から介護サービスの種類に応じて、介護券が

発行されます。 

介護券は暦月を単位として発行されますので、介護報酬の請求の際には、福祉事務所か

ら送付した介護券を毎月必ず確認し、介護給付費明細書等に必要事項を正確に転記してく

ださい。 

なお、被保護者であっても、年金等の収入がある方については自己負担が生じる場合が

あります。 

自己負担額については、介護券の「本人支払額」の欄にてご確認いただくと共に、介護

報酬の請求に際しては「公費分本人負担」の欄にその金額を記入のうえ、その額を差し引

いた額を国保連あてにご請求ください。 

 
４  生活保護法における指定介護機関の指定等 

介護扶助の実施にあたっては、生活保護法の指定を受けた介護機関にこれを委託するこ

とにより行われます。（生活保護法第 34 条の 2）。 

平成 26 年 7月 1日以降、新たに介護機関を開設する事業者につきましては、介護保険法

に基づく指定又は開設許可を受ければ、生活保護法及び中国残留邦人等支援法に基づく指

定を受けたものとみなされることになりました。  

 したがって、生活保護法のみなし指定を希望しない介護機関（地域密着型介護老人福祉

施設及び介護老人福祉施設を除く。）につきましては、生活保護法の指定を不要とする旨の

申出書を、生活保護・自立支援課にご提出していただく必要があります。 

また、平成 26年 7月 1日より前に介護保険法に基づく指定又は開設許可を受けている介

護機関で、現在生活保護法の指定を受けていない介護機関が新たに生活保護法による指定

を希望する場合につきましては、新たに生活保護法における指定等の手続きが必要となり

ます。 

 

５ 指定介護機関等の義務 

（１）介護担当義務 

指定介護機関は、厚生労働大臣の定めるところ（指定介護機関介護担当規程）により、

懇切丁寧に被保護者の介護を担当しなければならない。（生活保護法第 54 条の 2 第 5 項

において準用する同法第 50 条第 1項） 

 

（２）介護の方針及び介護の報酬に関する義務 

  ① 指定介護機関の介護の方針及び介護の報酬は、介護保険の介護の方針及び介護の報

酬の例によること。 

    これによることが適当でないときの介護の方針及び介護の報酬は、厚生労働大臣の

定めるところ（「生活保護法第 54条の 2第 5項において準用する同法 52条第 2項の規

定による介護の方針及び介護の報酬」（昭和 12年 4 月厚生省告示 214 号））によること。

（生活保護法第 54条の 2第 5項において準用する同法第 52条第 2 項） 

  ② 介護の内容及び介護の報酬の請求について市長の審査を受け、市長の行う介護の報

酬額の決定に従うこと。（生活保護法第 54条の 2第 5項において準用する同法第 53条

第 2 項） 
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（３）指導等に従う義務 

  ① 被保護者の介護について、市長の行う指導に従うこと。（生活保護法第 54 条の 2 第

5項において準用する同法第 50 条第 2項） 

  ② 介護内容及び介護の報酬請求の適否を調査するため必要があるときは、市長の報告

命令に従うこと。 

    また、市長が職員に当該介護機関に対して行わせる立入り検査に応じること。（生活

保護法第 54条の 2第 5項において準用する同法第 54 条第 1 項） 

 

（４）変更等の届出の義務 

   指定介護機関は、生活保護法施行規則第 14 条及び第 15 条の規定に基づく事由が生じ

た場合には、所定の用紙により速やかに届出を行うこと。 

 

（５）標示の義務 

   指定医療機関等は、生活保護法施行規則第 13 条の規定による標示を、その業務を行う

場所の見やすい箇所に掲示すること。（生活保護法施行規則第 13条） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

居宅介護支援計画・要介護認定の変更時には、必ず福

祉事務所への連絡をお願いします。 

ご不明な点があれば、事前に福祉事務所の担当ＣＷへ

相談をしてください。 

 

 

※ 指定申請書・変更届書等については岡山市ホームページの次の場所からダウンロー

ドしていただけます。 

 

【様式等ダウンロード場所】 

    ○岡山市トップページ 

  ＞ 事業者情報 

  ＞  事業を営んでいる方   

  ＞  生活保護法指定医療機関・介護機関   

  ＞ 【様式】生活保護法等指定医療機関・介護機関申請書等ダウンロードページ 

  

  （アドレス） https://www.city.okayama.jp/jigyosha/0000032681.html 
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指定介護機関介護担当規程 

平成 12 年 3 月 31 日 厚生省告示第 191号 

 
生活保護法（昭和 25年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 4 項において準用する同法第 50 条第１項

の規定により、指定介護機関介護担当規程を次のように定め、平成 12 年 4 月 1 日から適用する。 

 

指定介護機関介護担当規程 

（指定介護機関の義務） 

第１条 指定介護機関は、生活保護法に定めるところによるほか、この規程の定めるところにより、

介護を必要とする被保護者（以下「要介護者」という。）の介護を担当しなければならない。 

（提供義務） 

第２条 指定介護機関は、保護の実施機関から要介護者の介護の委託を受けたときは、当該要介護

者に対する介護サービスの提供を正当な事由がなく拒んではならない。 

（介護券） 

第３条 指定介護機関は、要介護者に対し介護サービスを提供するに当たっては、当該要介護者に

ついて発給された介護券が有効であることを確かめなければならない。 

（援助） 

第４条 指定介護機関は、要介護者に対し自ら適切な介護サービスを提供することが困難であると

認めたときは、速やかに、要介護者が所定の手続をすることができるよう当該要介護者に対し

必要な援助を与えなければならない。 

（証明書等の交付） 

第５条 指定介護機関は、その介護サービスの提供中の要介護者及び保護の実施機関から生活保護

法（昭和 25 年法律第 144号）による保護につき、必要な証明書又は意見書等の交付を求められ

たときは、無償でこれを交付しなければならない。 

（介護記録） 

第６条 指定介護機関は、要介護者に関する介護記録に、介護保険の例によって介護サービスの提

供に関し必要な事項を記載し、これを他の介護記録と区別して整備しなければならない。 

（帳簿） 

第７条 指定介護機関は、介護サービスの提供及び介護の報酬の請求に関する帳簿及び書類を完結

の日から５年間保存しなければならない。 

（通知） 

第８条 指定介護機関は、要介護者について次のいずれかに該当する事実のあることを知った場合

には、速やかに、意見を付して介護券を発給した保護の実施機関に通知しなければならない。 

一 要介護者が正当な理由なくして、介護サービスの提供に関する指導に従わないとき。 

二 要介護者が詐欺その他不正な手段により介護サービスの提供を受け、又は受けようとしたとき。 
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生活保護法第 54 条の 2 第 5 項において準用する同法第

52 条第 2 項の規定による介護の方針及び介護の報酬 

                         平成 12年 4 月 19日  厚生省告示第 214号 

                 最終改正 令和 2 年 8月 27 日 厚生労働省告示第 302号 

 
生活保護法（昭和 25年法律第 144 号）第 54 条の 2 第 4 項において準用する同法第 52 条第 2 項

の規定に基づき、生活保護法第 54 条の 2 第 4 項において準用する同法第 52 条第 2 項の規定によ

る介護の方針及び介護の報酬を次のように定め、平成 12 年 4 月 1 日から適用する。 

 

生活保護法第 54 条の 2 第 5 項において準用する同法第 52 条第 2 項の規定による介護の方針及び

介護の報酬 

一 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 37 号）

第 127 条第 3 項第 3 号に規定する利用者が選定する特別な居室の提供及び同令第 145 条第 3 項

第 3 号に規定する利用者が選定する特別な療養室等の提供は、行わない。 

二 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令

第 34 号）第 136 条第 3 項第 3 号に規定する入所者が選定する特別な居室の提供は、行わない。 

三 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 39 号）第

9 条第 3 項第 3 号に規定する入所者が選定する特別な居室の提供は、行わない。 

四 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成 11 年厚生省令第 40

号）第 11条第 3 項第 3 号に規定する入所者が選定する特別な療養室の提供は、行わない。 

五 健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18 年法律第 83 号）附則第 130 条の 2 第 1 項の規

定によりなおその効力を有するものとされた指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に

関する基準（平成 11年厚生省令第 41 号）第 12条第 3 項第 3 号に規定する入院患者が選定する

特別な病室の提供は、行わない。 

六 介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成 30 年厚生労働省令第 5 号）

第 14 条第 3 項第 3号に規定する入所者が選定する特別な療養室の提供は、行わない。 

七 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 35 号）第 135

条第 3 項第 3 号に規定する利用者が選定する特別な居室の提供及び同令第 190 条第 3 項第 3 号

に規定する利用者が選定する特別な療養室等の提供は、行わない。 

八 介護保険法（平成 9 年法律第 123 号）第 51 条の 3 第 1 項に規定する特定入所者に対しては、

同条第 2 項第 1 号に規定する食費の基準費用額又は同項第 2 号に規定する居住費の基準費用額

を超える費用を要する食事又は居室の提供は、行わない。 

九 介護保険法第51条の3第5項に基づき特定入所者介護サービス費の支給があったものとみな

された場合にあっては、同条第 2 項第 1 号に規定する食費の負担限度額又は同項第２号に規定

する居住費の負担限度額を超える額の支払を受けてはならない。 

十 介護保険法第 61 条の 3第 1 項に規定する特定入所者に対しては、同条第 2 項第 1 号に規定す

る食費の基準費用額又は同項第 2 号に規定する滞在費の基準費用額を超える食事又は居室の提

供は、行わない。 

十一 介護保険法第61条の3第 5項に基づき特定入所者介護予防サービス費の支給があったもの

とみなされた場合にあっては、同条第 2 項第 1 号に規定する食費の負担限度額又は同項第 2 号

に規定する滞在費の負担限度額を超える額の支払を受けてはならない。 
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事 務 連 絡 
令和４年２月１日 

 
要介護認定調査におけるケアマネジャーの同席・ 

認定申請書への医療保険被保険者番号等の追加について（周知） 
 

  平素は、適正な認定調査の実施にご理解、ご協力いただき、厚くお礼申し上げます。 
 さて、標題の件について、お問い合わせや確認のご連絡をいただくことが増えております。 

本市の取り扱いをお示ししますので、ご承知おきいただきますようよろしくお願いします。 
 
１．認定調査時のケアマネジャー同席について 
（１）ケアマネジャーの同席を認める場合 
    正確な調査を行うために、ご本人やご家族だけでは、状況把握が十分にできないな

ど、配慮すべき事由がある場合に限り、ケアマネジャーの同席を認めています。 
必ず要介護認定申請書の同席希望欄にご記入いただきますようお願いします。 

 
（２）認定調査の原則 

調査の原則は以下とされています。正確な調査となるよう調査員から事後にケアマネジャー
に聞き取りをすることもあります。 

  ●「目に見える」、「確認し得る」という事実によって調査を行うことを基本とするもの 
  ●本人、介護者双方から聞き取りを行うように努めるもの 
   特に独居者や施設入所者等は、可能な限り本人の日頃の状況を把握する者（家族や施設職

員等）に立会いを求め、正確な調査を行うように努めるもの 
 
（３）（１）の申し出があっても同席をお断りする場合 

・本人に「できない」と答えるよう誘導する等、適正な調査ができないようにする行為があ
る、もしくはその疑いがある場合 

・同席希望を申請されていない場合（申請から調査日までの間に、配慮すべき事由が生じた
場合等は除く） 

 
２．認定申請書への医療保険被保険者番号等の追加について 
  令和４年度に認定申請書の改訂を予定しています。 

事務の流れ等、取扱い等が固まり次第、関係者各位に通知します。 
 

                     （担当）                    
岡山市保健福祉局高齢福祉部介護保険課 
TEL 086-803-1240  FAX 086-803-1869 
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